
上段は目標値（令和4年度は前期基本計画に基づく目標値、令和5年度以降は後期
基本計画に基づく目標値）、下段は実績値

令和5年6月19日（月）

算出式・説明（下段）

水道管の耐震化率

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 水の安定供給と下水処理の適正化 期間 施策担当部課名 環境水道部 企業経営課令和5年～令和9年

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

上下水道の整備における市民の重要度及び満足度は、
各施策の平均より高い状況にある。

上下水道事業については、施設の老朽化に伴う更新需
要の増大及び人口減少などに伴う料金収入の減少によ
り、事業を取り巻く環境は厳しさを増している。ま
た、激甚化・頻発化している災害に対応するため、施
設の耐震化・老朽化対策が重要な課題となっている。

１．安全で安心な水道水を安定的に供給（送配水施設管
理事業、施設整備事業）
２．下水道施設を適正に維持管理（生活排水対策事業、
公共下水道施設管理運営事業、農業集落排水施設管理運
営事業）
３．上下水道事業の健全運営を推進（上下水道企業会計
管理事務）

　水道施設を適正に維持・更新することにより、安全で
安心な水道水を安定的に供給するとともに、下水道の整
備を進めることにより、衛生的で快適な生活環境を整え
る。また、将来にわたって持続可能な運営を行うため、
上下水道事業運営の健全化に取り組む。

目的・
対象水の安定供給と下水処理の適正化

主要プロジェクト

区
分

100.00

90.00 - -

令和9年度

　

経常収益÷経常費用×100

経常収支比率（下水道）
％

経常収益÷経常費用×100

経費回収率（水道）
％

供給単価÷給水原価×１００ -

100.00

総
合
計
画

大項目 5 快適で利便性の高いまち

中項目 1 都市整備の行き届いたまちづくり

小項目 2

％
耐震管延長距離÷水道管総延長距離×１００

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

汚水処理人口普及率
％

水洗化・生活雑排水処理人口÷行政人口×１００

20.30 20.65

指標名（上段）

　 　 　 　

所属長 環境水道部長　宮下　昌規

５．二次評価（所属長の見解）

　「汚水処理人口普及率」の改善に向けては、引き続き公共下水道の令和８年度整備完了に向け着実な事業
進捗を図る。
　また、人口減少社会に対応した持続可能な上下水道事業とするため、将来の経費削減に資する取組（深
谷・岡部処理区統合、集排の公共接続、浄配水施設の統廃合など）の推進を図る。

　上下水道施設は、市民生活に密着した重要なライフラインであり、世界情勢や物価の高騰など、先行き不透明な状況下においても安定的な
サービスの提供が求められる。
　将来にわたり持続可能な事業運営を行うため、引き続き各種計画の着実な推進を図り、運営基盤の強化及び経営の健全化を目指す。

100.00

93.24

100.00

４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

ｰ 100.00 100.00

　当該施策について、市民アンケート結果では重要度・満足度ともに高いレベルを維持しているが、成果指標は一部達成に留まっている。
　「汚水処理人口普及率」は、下水道整備の進捗に伴い前年度より改善している。衛生的な生活環境の実現に向け、計画区域内の整備の早期
完了が重要である。
※「水道管の耐震化率」は更新対象を重要給水施設配水管(大口径)へ移行、「経費回収率(水道)」はコロナ対策の基本料金減免による未達成
であり、評価に影響無し。

評価者 企業経営課　村尾　厚彦

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分

100.00

99.22

経常収支比率（水道）
％

拡充

19.90 19.59 19.94

- -

具体的な対応策等

　

97.65 98.43

102.76

96.80 96.86

100.00

単位

19.59

21.00

- - -

ｰ 100.00 100.00

□ その他

■ 既存事業の拡充

□ 事業の新規立案

１．現状維持　２．拡充　３．縮小

□ 事業の廃止・縮小

□ 事務事業の再編

103.43

- - -

88.31

100.00

成
果
指
標

-

使用料単価÷汚水処理原価×１００ 98.67 - - - -

- -

経費回収率（下水道）
％

90.00 -
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